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出所：日本アサハンアルミニウム株式会社「アサハンプロジェクトの概要」1995，p.l

































託、1970 年8 月に 日本のアル ミ製錬3 社の住友化学、日本軽金属、昭和電工が、アサハン河の電力を
利用した アル ミ製錬計画を検討するために現地調査団を派遣した。その後上記3 社に三菱化成、三
井 アルミニウ ムが加わり5 社体制が組まれ、1972 年5 月に米国のカイザー社、アルコア社に日本5
社の日米7 社代表 者会議が東京で開催され、共同でインドネシ ア政府と交渉することになった2）。1971
年にはインドネシア政府はアサハン河開発を電力・アル ミのパ ッケージプロジェクトとして
実施する意向をすでに持ち、それをベースに電力開発に低利・長期の借款を求め、パ ッケージ方式
の開発を望 み、米 国企業 はアルミ製錬計画参加に関心を示したが電力一貫計画の資金負担の膨大な





を行い、それに基づい て7 月7 日にインドネシア政府と日本側 コン ソ ーシア ムす なわち 製錬5 社
（住友化学、 日本軽金属、昭和電工、三菱化成、三井 アル ミニウム）お よび商社7 社（住友商事、
伊藤忠商事、日商岩井、ニチメン、丸紅、三菱商事、三井物産）との間で、「アサハン水力発電及び
アル ミニウム製錬プロジェクトに関する」 マスターアグリーメントが調印された。1975 年秋に海外
経済協力 基金（OECF ）はプロジェクト審査のためインドネシアにフ ァクト・フ ァイソディング・
ミッシ ョンを派遣した。1975
年11 月25 日に、上記 日本側12 社の出資による「日本アサハンアル ミニウム株式会社」が設立
され、1975 年12 月27 日にOECF は同社に対して50 ％の出資を決定した。1976 年1 月6 日に日本アサ
ハンアル ミニウ ム株式 会 社とインド ネ シ ア政 府 共 同 出 資 に よるP.T.INDONESIAASAHANALUMINIUM
（INALUM ）が設立された。出資比率はイ ンドネシア政府10 ％、日本アサハンアル ミ
ニウム株式会社 が90％ である。（その後インドネシア政府25 ％、 日本アサハンアル ミニ ウム株式 会
社が75 ％となり、今 日ではインドネシア41.1 ％、日本58.9 ％である。）同時期にインドネシア政府機
関のアサハン開発庁 （ASAHANDEVELOPMENTAUTHOR!TY ：ADA ）が発足 した。1976 年9
月には第1 次 ローンアグV ーメント（円借款供与協定） の調印か行われた。
発足当初に見積もられた資金計画は総額2,500 億円であったが、第1 次石油危機 後 の資 材の高騰
と詳細設計変 更により、1978 年10月に日本・インドネシア間で修正契約調印が行われ、所要資金は4,110
億円に増加された。アルミニウム製錬工場工事の着工は1977 年5 月、ニュータウン、港湾等の
着工は1978 年6 月であった。1980 年。4月にシグラグラ（Siguragura) 発電所定礎式、7 月にタソガ
（Tangga ）発電所定礎式が夫々行われ、本格的な開発工事が進められた（図2 参照）。1981年2 月に調
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出 所 ：P ．T．INALuMr ア サ ハ ン 計 画 の概 要 」1997,f 〕.5









資本金及び株主は1997年6 月末現在で、払込資本金9 億2.047万6 千米ドル、株主は日本アサハ




ウム7.5％、住友商事2.5 ％、丸紅2.5 ％、三菱商事2.5 ％、三井物産2.5 ％、日商岩＃0.835 ％、ニチ
メン0.835 ％、伊藤忠商事0.83 ％） である。
アサハン計画の資金調達の内訳は1978 年、1987 年と見直され、1987 年6 月 の修正額 では資本金1,471
億円（インドネ シア政府出資548 億円、日本 アサハンアル ミニウム株式会社出資923 億円 く民間
出資461.5 億 円、OECF 出資461.5 億円〉）、借入金2.639 億円（円借款615.5 億円、日本 アサハンアル
ミニウム株式会社2,023.5 億円 く輸銀・市中銀行からの借人分1,871 億円、国際協力事業団・市中銀
行からの借入れ分152.5 億円〉-a-、4,110 億円の資金配分構成は（1）アプレミニウム製錬工場2,240 億円
（54.4 ％）、（2）水力 発電所1,230 億円（30.0 ％）、（3) ユユータウンの建設を含む インフ ラスト ラ ク
チャー480億円（11.6 ％）、(4) 運転資金160 億円(3.9 ％）である4）。OECF









る。（1）民間会社12 社及びOECF に よる政府開発援助（ODA ）の日本 アサハンアル ミニウム株式 会
社に対する出資金、（2）OECF からインドネシア政府への円借款で発電所 の建設に 使用 されたソフ
トな借款、（3）国際協力事業団（JlCA ）のP.T.INALUM に対する貸し付けとい うODA の特別 ソフ
トな貸し付け で学校、病院等の社会インフラストラ クチ ャーの建設資金、（4）市中 銀行及び 日本輸
出入銀行の日本アサハンアルミニウム株式会社経由に よるP.T.INALUM に対する融資で製錬所、
イソフラストラタチャー建設資金に分けられる。
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入し、電解（Reduction) と鋳造（Casting) を経てアル ミ地金（Ingot）を生産し日本に輸出するこ
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平均炉命 5 年 5.5～6.0年
地金年産量 225,000トソ 243,630トソ
7 ）従業員 は2,171 人（内日本人2 人）3.
イナル ム・ニュータウン：スメルターサイト、発電サイトに各1 個所建設
所在地は北 スマト ラ州アサハン県タソジュソガデ ィソ(TanjungGading ）。ニュータウンの
建設に当だって考慮 されたことは、（1）スメルターサイトに近いこと、（2）洪水を避け るため高
所に、（3）在来の住宅 地から離れていること、（4）建設コストを最小にするため自然の地形を有
効に利用す ること、（5）タウンの敷地総面積は200ha 、（6）河川に近いこと、(7 ）州道への連絡が
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便利なことであった。その結果、クアラ 。：タソジュンのスメルターサイトからアクセス道路約16km
の所 にあ る、 天然 ゴ ムとオイルパ ームのエ ス テ ート （PerkubunanSiparepare ） 内 のTanjungGading
が選定された。敷地面積は200ha 。施設内容ぱ一 般住宅1,340 戸、 単身寮5 棟
（348 室）、 ゲストノヽウス（600nf) 、クラブ ハウス（1,100m ）、教育施設（幼稚園3 クラス、小
学校24 クラス・中学校6 クラス、日本語学校4 ダラス）、診療所（LOOOnf ）、教会（250nf ）、イ
スラム・モスク（350nl ）、墓地（20,000m ）、電話局（PT ．TELKOM ）、郵便局、ショッピング
センター（l,OOOnf ）、タウンホール（LOOOnf ）、公園、多 目的グランド（lO,OOO ㎡）、 テュス
コート（2 面）、室内競技場、プール（800m ）、 ゴルフ コース（9 ホール）、消火設備、上下水
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一般住宅は6 タイプあ り、A1 （250rrf）1 戸、A2 （140nf ）9 戸、B1 （125irf）50 戸、B2
（110m ）150 戸、C （80 ㎡）200 戸、D （60n! ）930 戸 、合計1,340戸。単身 寮は6 タイプ あ
り、E1 （40m)10 戸、E2 （30rr!）23 戸 、E3 （25ni ）90 戸、E4 （12m ）100 戸、E5 （20
㎡）24 戸、F （20m ）76戸、合計348 戸。1993 年末のタウン居住者はイナルム役員 ・社員の単身
者118 人、家族同伴者970人、イナルム関係者家 族3,978 人の計5,066 人、政府関係者254 人、業者
・コソトラクター174人、総計5,494 人であ る。（図4 参照）4.
降雨量の減少による電力供給量の変化についてい ると、マスタ-. アグリー=メントに よって
トバ湖の水位は海抜902.4m ～905m の間に調節すると決められている。もし雨量の減少に より
水量 の不足を来すと、発電量の削減を迫られることになる。実際、計画時には降雨量は年間2000
ミリであ ったが近年約1700 ミV である。 ダムに流入する水量は毎秒107 トソ、発電 量は42 ～43
万トンと想定 されたが、1992 年には毎秒90 トン程度しかなく発電量は36 万w に抑えられ、それ
に伴 ってアル ミの生産量も減少した。




















る。そ の内訳は人件費31.0 ％、資材調達30.3 ％、機械・設備の調達2,.2％、運賃・保険5.5 ％、その
他30.1 ％である。
産業連関表は競争輸入タイプを利用している。建設波及効果は産業・所得連関効果を通して生産
誘発効果として7,521 億ルピア、付加価値誘発額4,185 億ルピア、家計所得誘発額3,761 億ルピアを嗇
した。 付加価値誘発額4,185 億ルピアは1980 年 のインドネシアの名 目GDP に対する比率で0.96 ％に
当たり経済成長に貢献していることが知 られる。






インドネシアにおけ るアルミニウム産業 の発展にとって、完全な輸入国から輸出国に 転じ国内需
要を国内供給で賄えることは、大きな意味を持つ。 アル ミ製品に対する需要は経済成長と所得 の増




日本のアルミ地金の総消費量は1995 年は374 万 トンであった。アル ミ地金の輸入量は280 万トソで
イ ンドネシアから15 万トソ輸入してい る。再生地金の生産は約118 万トソであ る8)。 アルミニ ウムの
総消費量は年 々増加して来たが、その用途は多岐にわたる。建設部門では窓、ドア、間仕切り、日除
け 天蓋、橋梁、街路、高速道路等、輸送・通信部門では乗用車、トラック、バス、ト レーラ ー、航空機、
パラボラアンテナ、通信衛星、日常生活の中の耐久消費財では自転車、エアコン、冷凍庫、冷蔵庫、
カメラ等、厨房用品、包装・容器では家庭用そ の他の箔、缶 材等と拡大している。 アル ミニウムは
地球上で得 られる最も豊富な金属と言われる。残念ながら日本にはボーキサイトの母岩が賦存して
いない。 また、アル ミニウ ムは電気の缶詰と言われ多量の電力を消費する。日本は1980 年 までアル
ミニウ ム新地金生産量でアメリカ、ソ連についで第3 位の生産国であった。その後、国内生産力ヽら
輸入に転ずる。 消費で見ると1991 年以降 アメリカに次いで第2 位の消費国で ある9)。 イ ンドネ シア
・アサハ ンアルミニウムからの輸入は日本 の総消費量 の7% であるが非常に意味のあるものである。
アサハ ン・プロジェクトにおける技術移転につ いて見てみよう。インドネシアにおけ る外国人雇
用制限は、(1) 熟練技術、高度技術を必要としない分野では一切雇用を認めない、(2) 技術者不足で
インドネシア人をもってしては充当できない職種分野では暫定的に外国人雇用を認め る( しかし当
該企業 はこれらの職種についてインドネシア人を養成す ることが義務づけらる)、(3) 企業 の経営方






期間 日本人 インドネシア人 合計
1976 54 125 179
1978 92 329 421
1980 175 897 1,072
1982 258 2,248 2,506
1984 183 2,546 2,729
1986 70 2,634 2,704
1988 24 2,645 2,669
1990 14 2,676 2,690
1992 8 2,584 2,543
1994 6 2,503 2,509
1997 3 2,485 2,488
注1.1997 年6 月末現在、ジャカルタ事務所40 人（内、日本人1 人）、







年3 月の大統領選挙を控えて緊張が増して来た感がある。1997年7 月2 日に始まるタイ通貨
パ―ツの18％の切り下げと変動相場制への移行の東南アジア諸国への波及を恐れて、インドネシア
銀行（BankIndonesia ）は為替相場の介入幅（interventionband）を8 ％から12％に拡大し、ルピア
は介入の上限ぎりぎりで市場取引されたが、7 月21日為替相場が1% 低下したとき（Rp.2,540 ／
＄からRp.2,700 ／$ ）インドネシア銀行が先物市場で5 億us ドルの介入を実施し、その結果Rp.2,600
／$ 前後に落ち着いた。8 月13日にはインドネシア銀行は再度5 億us ドルの介入を行ったが




日にはRp.4,000 ／$ 近くまで低下し、10 月末にはRp.3,600 ／＄に回復した。






年10 月31 日 のイ ンドネシ ア政府とIMF との430 億 ドル の緊 急援助 の合 意文 書に よれば、1998
～99 年度及びそれ以降 の国家財政歳入歳出に関して財政収支の黒字を国内総生産 の1% を
目標
とすることが決められてい る。しかし、1 月6 日に大統領に よって 発表された財政予算案に よれば、1998
～99 年度は133.5 兆 ルピアの均衡予算である。1998 ～99 年度のGDP が414 兆4189 億 ルピ アで あ
れば1% の予算黒字は4 兆1442 億ルピアとなり、歳入107 兆6879 億ルピア、ふ般歳出92 兆3840
億 ル
ピア、開発歳出11 兆1597 億ルピア（歳出合計103 兆5437 億ルピ ア）、予算黒字4 兆1442 億ルピア
となる。
開発歳入は総歳入と総歳出の差額で25 兆8040 億ルピア（90 億5100 万 ドル）でありCGI （ConsultativeGrouponIndonesia
）に よって賄われることになる（為替相場1 米ドル当た丿 はRp.2,851 で換算）巴
実際、財政予 算案の発表後の2 日間で1 月2 日のRp.6,000 ／$ からルピアは価値を下げ為替相場





要人がジャカルタ入りをした。フィッシャーIMF 副専務理事が12 日に スハルト大統 領と会談、 サ
マーズ（L.Summers ） 財務副長官は13 日にスハルト大統領と会談。 コーエン
（WilliamCohen) 国
防長官、シンガポールのゴーチョクトソ（GohChokTong ）首相 もジャカルタ入りし、インドネシ
アの危機克服のための全面協力を表明し、スハルト支援網を形成した。15 日にカ ムド シュ ー
（M.Camdessus
）IMF 専務理事はスハルト大統領と経済改革強化の覚書に署名した。 クリントン大統領
ぱインドネシア政府がIMF と経済改革 の実効に合意したことに関連し スハルト
大 統領 と電話で会
談し実行 こそ信認回復 の道と歓迎の意を表明した。それにも拘らずインドネシア通貨ルピアはRp.8,900
／$ と前日のRp.8,250 ／$ から大幅に下落した。市場はインドネシア政府の改革策の着実な
実行を疑問視してい ることの現れとも言える。1 月17 日にはマレーシアのマハティール首相はジ申
カルタ入りしスハルト大統 領と会談し通貨・金融危機 の克服で協力することを
確認した。1
月9 日にぱスハルト大統領の長女SitiHardiyantiRukmana （通称Tutut ）氏がBankBumiDaya で5
万米ドルをルピアに交換 し（銀行の買値1 米ドルRp.6,450 、売値は1 米ドルRp.10,150 ）、ルピ
ア ・ キ ャ ンペ ー ン(lebihmencintairupiah:LovetheRupiah ） を 行 っ た 。 次 い
でAburizal
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追記：現地調査 の為の連絡と資料の御協力を頂いた日本アサハンアル ミこ ウム株式 会社の監査役井
上正雄氏，総務部長伊東忠正氏，PTIndonesiaAsahanAluminium の製練所お よび発電所の
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H.Arndt ，TheRupiahCrisis:AlternativeView,BulletinofIndonesianEconomicStudies,December1997.RencanaPembangunanLimaTahunKeenam1994/1995
～1998/1999,BukuV,JakartaIndonesia,1994.(1998
年1 月22 日受 理)
